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参考資料１

災害に係る住家の被害認定と罹災証明書の概要

■災害に係る住家の被害認定とは

災害に係る住家の被害認定とは、地震や風水害等の災害により被災した住家等の被害状況を調査（被害認定調査）し、当
該災害による被害の程度（全壊、大規模半壊、半壊等）について、市町村長が証明することをいう。

①災害による被害規模の把握 （棟単位）

②罹災証明書の交付 （世帯単位）

⇒災害対策基本法第９０条の２の罹災証明書の交付、各種被災者支援策※の判断材料として活用
※各種被災者支援策
給付 ：被災者生活再建支援金、義援金 等
融資 ：（独）住宅金融支援機構融資、災害援護資金 等
減免・猶予 ：税、保険料、公共料金等
現物支給 ：災害救助法に基づく応急仮設住宅、住宅の応急修理

【参考：住家の被害の程度に応じた被災者支援措置】

被災者生活
再建支援金

災害復興
住宅融資

税・社会保険料・
放送受信料の減免

災害救助法
の応急修理

全壊 ○ ○ ○ (○)

大規模半壊 ○ ○ ○ ○

半壊 (○) ○ ○ ○

＜被害認定の目的＞

⇒災害対策基本法第５３条の報告、災害救助法等の適用の判断等に活用

＜被害認定の実施＞
実施主体：市町村
基準等 ：災害の被害認定基準（平成１３年内閣府政策統括官通知）、災害に係る住家の被害認定基準運用指針等
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40%未満
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＜罹災証明書発行等の流れ＞

■罹災証明書とは

●災害対策基本法第９０条の２において、

①遅滞なく、地震や風水害等の災害により被災した住家等の被害の状況を調査（被害認定調査）し、当該災
害による被害の程度（全壊、大規模半壊、半壊等）を証明する書面（罹災証明書）を交付すること

②罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制の確保を図るために必要な措置を講ずるよう、平常時から努
めること

が、市町村長の義務として規定されている。

（罹災証明書の交付）
第九十条の二 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の被災者から申請

があつたときは、遅滞なく、住家の被害その他当該市町村長が定める種類の被害の状況を調査し、当該災害に
よる被害の程度を証明する書面（次項において「罹災証明書」という。）を交付しなければならない。

２ 市町村長は、災害の発生に備え、罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制の確保を図るため、前項の規定
による調査について専門的な知識及び経験を有する職員の育成、当該市町村と他の地方公共団体又は民間の団
体との連携の確保その他必要な措置を講ずるよう努めなければならない。
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